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2 章では、1 章で明らかとなった本市の現況や課題、上位・関連計画で示された都

市づくりの方針等から低炭素都市づくりによって目指す将来像を整理します。 

また、低炭素都市づくりを進める際の二酸化炭素排出量の削減目標の目安を示しま

す。 

 

2-1 低炭素都市づくりの将来像 

■ おだわら TRYプラン（第 5次小田原市総合計画） 

おだわら TRY プラン（第 5 次小田原市

総合計画）では、「新しい小田原」へ歩み

を着実に進めるために、意識すべき命題を

掲げ、まちづくりの目標を定めています。 

命題としては、市民・地域の主体的参画

のもと、豊かな地域資源を生かし、持続可

能なまちを作ることを掲げています。 

まちづくりの目標のうち、「豊かな生活

基盤のある小田原」では、「自然環境」と

「都市基盤」の両面の取り組みを位置付け

ています。 

低炭素都市づくりは、特に「豊かな生活

基盤のある小田原」の政策分野である「自

然環境」と「都市基盤」に位置付けた施策

のうち、「地球環境問題への取り組み」、「小

田原駅・小田原城周辺のまちづくり」、「誰

もが移動しやすい交通環境づくり」、「身近

なみどりと公園の整備」などに関連する取

り組みとして推進します。 

2 章 低炭素都市づくりの目標及び将来像 

図

図 TRY プランの将来都市像、命題、目標 
出典：おだわら TRY プラン 
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■ 小田原市都市計画マスタープラン 

都市計画マスタープランでは、おだわら TRY プランを受けて、“小田原らしさ（自

然・歴史・交通の利便性）を生かし、多様な交流によりにぎわいを生む持続可能なま

ちづくり”を都市の目標像に定めています。 

都市の目標像は、4 つの項目に分けて具体化しており、低炭素都市づくりとの関係

では、「鉄道駅を中心とした利便性の高いまち」、「公共交通が便利なまち」、「魅力あ

ふれるまち」といった目標像を踏まえた検討が必要となります。 

図 都市の目標像 
出典：小田原市都市計画マスタープラン 

快適で利便性の高いまち
・自然・田園環境を大切にするまち
・鉄道駅を中心とした利便性の高いまち
・公共交通が便利なまち

市民の安全・安心を支えるまち
・災害に強いまち
・多世帯・多世代が安心して交流できるまち

魅力と活力あふれるまち
・魅力あふれるまち
・産業でにぎわうまち

市民が主役のまち

＜まちづくりの目標＞ ＜「豊かな生活基盤のある小田原」の施策体系＞ 

出典：おだわら TRY プラン 



 

 

19 

都市構造については、地域特性に応じた多様な住まい方からなる小田原スタイルの

暮らしを支えるため、豊かな自然環境を保全・活用しながら、中心市街地や鉄道駅周

辺等の魅力を高め、拠点間・都市間を結ぶ交通機能を向上させることを掲げています。 

 
 

■ 小田原市環境基本計画 

環境基本計画では、おだわら TRY プラ

ンを受けて、“良好な環境を守り育て豊か

な水と緑あふれる持続可能な環境共生都

市小田原”を望ましい環境像に掲げていま

す。望ましい環境像を実現するための基本

目標として、Ⅰ．低炭素社会の構築、Ⅱ．

循環型社会の形成、Ⅲ．自然環境の保全・

再生、Ⅳ．生活環境の保全、Ⅴ．参加と協

働による環境保全・育成を掲げており、低

炭素都市づくりでは、特に低炭素社会の構

築で位置付けた基本施策を踏まえて検討

を行います。 

環境基本計画では、成果指標として、

2020 年（平成 32 年）に市全体の二酸化炭

素排出量を、1990 年（平成 2 年）比で 25%

出典：小田原市都市計画マスタープラン 

図 地域ごとの生活像と定住促進のイメージ 

図 将来の都市構造図 

図 ５つの基本目標と計画の柱、基本施策 
出典：小田原市環境基本計画 



 

20 

削減することを目標としています。 

 

■ 小田原市地球温暖化対策推進計画 

地球温暖化対策推進計画は、2022 年

（平成 34 年）までの温暖化対策の目標と

施策の方向性を示し、事業者及び市民の

自主的な温暖化対策の促進を図ることで、

エネルギー多消費型の社会から地球環境

への負荷が少ない低炭素社会への転換を

促すために、本市の地球温暖化対策を総

合的かつ計画的に推進する基本的な計画

として策定しています。 

削減目標は、平成 23 年時点の国の目標と同様に、2020 年における二酸化炭素総排

出量を、1990 年比で 25%削減することを目標としています。 

地球温暖化対策推進計画では、「低炭素型まちづくりの推進」を位置付けており、

次の対策を掲げていることから、本計画では主にこの部分を受けて検討を進めます。 

 

低炭素型まちづくりの推進にかかる対策： 

・ エネルギー負荷の小さい都市を実現するため、都市計画マスタープランなどに

従って適正な土地利用を図る 

・ 地域における面的エネルギーマネジメントに取り組むため、神奈川県地球温暖

化対策推進条例に基づく特定開発事業温暖化対策計画書制度の周知を図るほか、

地域冷暖房システムなどに関する情報提供に努める 

・ 未利用エネルギーの利活用を進めるため、河川水や地下水、地中熱などの冷暖

房へのエネルギー活用などに関する情報提供に努める 

・ 交通の円滑化や、公共交通及び自転車の利用促進のための基盤づくり、次世代

環境配慮自動車の普及促進など、低炭素型の交通体系づくりに努める 

 

  

図 目標達成に向けた温室効果ガス削減イメージ 
出典：小田原市地球温暖化対策推進計画 
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＜低炭素都市づくりの将来像＞ 

「小田原らしさ」を生かしたコンパクトで持続可能な低炭素都市 

○ 小田原らしさ（自然・歴史・交通の利便性） 

本市は、海・山・川などの自然的資源に恵まれ、小田原城をはじめとする歴史

的・文化的な資源が多く存在します。また、鉄道は 6 路線 18 駅を有し、交通利

便性の高い都市であることも特徴です。これらの地域資源と市民力を最大限生か

して、都市づくりを市民と共に進めています。 

○ 低炭素 

鉄道駅を中心に都市機能を集積させ、利便性の高い公共交通によるアクセス性

を向上させた集約型都市構造（歩いて暮らせる都市づくり）の実現により、移動

に係る二酸化炭素排出量を抑制した都市づくりを実現します。都市機能の集積で

は、歴史的・文化的な資源も活用し、居住者や訪問者が回遊しながら楽しみ・集

うことで、商業機能等の更なる集積を目指します。また、自然的資源を活用した

再生可能エネルギー等の積極的な導入、市街地更新時の高断熱化や機器の高効率

化、面的エネルギーの利用により低炭素な都市づくりを実現します。 

○ 持続可能な将来像 

過度な郊外立地を抑制し、鉄道駅周辺での都市機能の充実や、街なか居住が進

み、ライフステージに応じた快適な居住環境（空間の広がり、快適な熱環境）と

歩いて暮らせる都市が出現します。歩いて暮らすことで市民は健康を享受し、行

政は医療福祉に係るコストを抑制することができます。また、人が多く居住する

市街地を中心に都市インフラを管理・運営することで、人口減少下においても行

政コストが抑制され、市民は適切な公共サービスを受け続けることができます。 
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郊外未利用地での
メガソーラー

都市内移動を支える
バスネットワーク

市外や拠点間の移動
を支える鉄道軸

工場屋根を活用した
太陽光発電

渋滞緩和につながる
道路整備

低炭素型住宅

低炭素型オフィス

未利用間伐材等の
バイオマスの活用

小田原駅周辺の
集約拠点の形成

結節機能強化

小水力発電等の
水資源の活用

鉄道沿線の居住施設・
生活支援施設の集積

大規模施設への
コージェネレーション

下水熱・地下水熱活用

鴨宮駅周辺の
集約拠点の形成

国府津駅周辺の
集約拠点の形成

低炭素型住宅 結節機能強化

結節機能強化

緑陰空間創出

※このイメージは集約型・低炭素型都市づくりに必要となる主な施策を強調しています

＜低炭素都市づくりの将来像のイメージ＞ 
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※このイメージは集約型・低炭素型都市づくりに必要となる主な施策を強調しています
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2-2 小田原市の目標値 

■ 国の目標値について 

日本政府は、平成 25 年 11 月に開催された国連気候変動枠組条約第 19 回締約国会

議（COP19）において、2020 年の二酸化炭素排出量の削減目標を 2005 年比 3.8%減

（1990 年比で 3.1%増）とすることを表明しました。この削減目標は、エネルギー基

本計画が定まらないなか、原子力発電所の稼働がゼロの現状をもとに算出した「暫定

的な数字」と位置付けられています。 

一方、平成 26 年 4 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」では、原子力は「安

全性の確保を大前提に、エネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード

電源」と位置付けられました。つまり、COP19 で表明した削減目標の前提条件であ

る原子力発電所の稼働率は、今後の議論次第であり、中期の削減目標は流動的である

と言えます。 

また、長期目標（2050 年）については、2008 年 6 月に福田ビジョンで現状から

60～80%削減することを表明しており、2009 年 7 月のラクイラ G8 では、先進国全

体で、1990 年またはより最近の複数の年と比して 2050 年までに 80%、またはそれ

以上削減するとの目標を支持するとされています。 

本市の中期及び長期の削減目標は、これらの国の目標値を参考にしつつ、独自に設

定していくことが必要です。国の目標値を踏まえたバックキャストによる目標設定だ

けではなく、フォアキャストで積上げた削減効果と比較しながら目標値を検討してい

く必要があります。 

 

■ 先進都市の削減目標 

原子力発電所の稼働がゼロとなった 2011 年以降に環境モデル都市に立候補し、採

択された都市は、非常に高い削減目標を掲げています。2030 年までの中期目標を基

準年比 18～40%削減、2050 年までの長期目標を 35～80%削減と設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

表 環境モデル都市の削減目標 
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■ 小田原市の二酸化炭素排出量の削減目標（全部門） 

地球温暖化対策推進計画で二酸化炭素排出量を推計している 1990 年、2000 年、

2005～2010 年のデータを見ると、1990 年以降は二酸化炭素排出量が増加し続け、

2005 年を境に減少に転じている状況が分かります。 

地球温暖化対策推進計画では 2020 年までに 1990 年比 25%削減の目標値を掲げて

いますが、国の長期目標 2050 年に相当する目標値は設定していません。低炭素都市

づくりには非常に長い期間を要することから、長期目標の設定が重要となります。 

小田原市の長期目標の設定については、国や環境モデル都市を考慮し、目標年次は

2050 年、目標値は 1990 年比 60～80%削減とします。 
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図 目標達成に向けた二酸化炭素排出量の削減イメージ 
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■ 都市計画が担うべき削減効果の目安 

本計画は、都市計画が関与できる運輸部門及び民生（家庭・業務）部門の一部を対

象としており、全ての部門を対象としている訳ではありません。したがって、全体の

削減目標から都市計画が担うべき削減効果を目安として設定する必要があります。 

部門別の施策を検討して削減効果の推計を行った調査として、国立環境研究所が行

った「2050 日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス 70%削減可能性検討」がありま

す。この検討結果を活用することで、運輸部門及び民生部門の都市計画に関連する部

分の削減効果を目安として設定することができます。 

＜運輸部門＞ 

○ 国立環境研究所の検討結果では、全体で二酸化炭素排出量を 70%削減する場合、

運輸旅客部門でエネルギー消費量を 80%削減、運輸貨物部門で 50%削減する

必要があるとされています。 

○ ただし、旅客部門では人口減少による旅客輸送の減少や自動車単体のエネルギ

ー効率改善等の都市計画以外のものが見込まれています。また、貨物部門では

都市計画以外の施策しか見込まれていません。したがって、全体で二酸化炭素

排出量を 70%削減する場合、都市計画で担うべき削減効果は 12.1%削減になり

ます。 

○ 2020 年の中期目標を 25%削減とすると都市計画が担うべきは 4.5%削減、60

～80%削減を 2050 年の長期目標とすると都市計画が担うべきは 10.8～14.3%

削減となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2000年(Mtoe) 2050年(Mtoe) 削減量(①-②) 都市計画分野の 都市計画分野の

① ② ③ 削減率(③/①) 削減率

旅客 57 46 11 67.4% 12.1% 

貨物 34 34 0 25.0% 4.5% 

小計 91 80 11 12.1% 67.4% 60.0% 10.8% 

80.0% 14.3% 

運輸部門

全体の削減率 全体の削減率

図 旅客部門におけるエネルギー需要削減 図 貨物部門におけるエネルギー需要削減 

出典：2050 日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス 70%削減可能性検討 

表 都市計画が担うべき削減効果の目安（運輸部門） 
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＜民生部門＞ 

○ 国立環境研究所の検討結果では、全体で二酸化炭素排出量を 70%削減する場合、

民生（家庭・業務）部門のエネルギー削減効果は、ナショナルグリッド側で低

炭素エネルギーへの転換や二酸化炭素貯留（CCS）の実施を見込んでいるため

に、都市計画で担うべき削減効果は 51.0%削減になります。 

○ したがって、2020 年の中期目標を 25%削減とすると都市計画が担うべきは

18.9%削減、60～80%削減を 2050年の長期目標とすると 45.4～60.5%削減が、

都市計画が担うべき目安となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2000年(Mtoe) 2050年(Mtoe) 削減量(①-②) 都市計画分野の 都市計画分野の

① ② ③ 削減率(③/①) 削減率

家庭 54 22 32 67.4% 51.0% 

業務 48 28 20 25.0% 18.9% 

小計 102 50 52 51.0% 67.4% 60.0% 45.4% 

80.0% 60.5% 

全体の削減率 全体の削減率

民生部門

図 家庭部門におけるエネルギー需要削減 図 業務部門におけるエネルギー需要削減 

出典：2050 日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス 70%削減可能性検討 

表 都市計画が担うべき削減効果の目安（民生部門） 
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小田原市地球温暖化対策推進計画における目標と対策 

地球温暖化対策推進計画では、2020 年までに 1990 年比 25%削減する中期目標を

掲げています。 

地球温暖化対策推進計画で実施する個々の施策については、都市計画や交通計画に

関連する施策が少なく、家電製品等の更新やエコライフの推進等のソフト施策を多く

積み上げています。したがって、中期目標は、都市計画ではなく機器･設備の更新や

ソフト施策等を実施することで達成することになっています。 

 

 

 

■ 低炭素都市づくり計画の目標について 

＜中期目標（2020 年）＞ 

地球温暖化対策推進計画の「2020 年までに 1990 年比 25％削減」を市全体の目標

として踏襲します。ただし、地球温暖化対策推進計画を見直す場合には、本計画の目

標についても見直しを行います。 

地球温暖化対策推進計画では、都市計画や交通計画に関連する施策以外で、上記目

標を達成することができるとしていますが、運輸部門と民生（家庭・業務）部門につ

いては、1990 年に比べて二酸化炭素排出量が増加しています。 

・ 低炭素都市づくりで担うべき部門は、業務部門、
家庭部門、運輸部門である。

・ 業務部門、家庭部門、運輸部門の主な対策を
みると、都市計画や交通計画に関連する施策が
設定されておらず、実行計画の個々の対策で目
標が達成されることになっている。

出典：小田原市地球温暖化対策推進計画 

 

図 部門別の排出目標値 
出典：小田原市地球温暖化対策推進計画 

図 国・県・市の主な対策の実施によって削減され

る二酸化炭素排出量の推移（最大導入量） 
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そこで、本計画においては、この増加している部分を 1990 年レベルまで抑制する

ことを目安としました。 

ただし、都市計画や交通計画での対策は実施及び効果発現までの期間が長く必要な

ことから、2025 年までには上記目安を確実に達成するように努力します。 

 
図 都市計画が担うべき削減目安（2020 年） 

＜長期目標（2050 年）＞ 

地球温暖化対策推進計画では長期目標を設定していないため、国の長期目標や先進

自治体の目標を踏まえて検討を行いました。 

前段で整理を行った「都市計画が担うべき削減目標」に向けて、4 章で施策を最大

限積上げた削減効果を検討した上で、運輸部門については 10.8～14.3%削減、民生部

門については 45.4～60.5%削減を都市計画部門が努力すべき目安としました。 

 
図 都市計画が担うべき部門別の削減目安（2050 年） 
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